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「地域の自立」については、経済・産業面を中心に、

既に何度か触れてきた。しかし、依然として実態を十分

には明らかにできていない。本論では、既存の地域の自

立についての理論を踏まえながら、鳥取県の経済的自立

を、地域の生活を支えている資金源泉の解明とその資金

の自立度、継続性から、捉えるところから始める。ここ

から鳥取県独自の自立のプロセスを、企業、行政の機能

に注目しつつ考察する。

１． 地域の自立を巡る諸論

「地域の自立」とは何か。その解釈、使用法は、自立

という言葉を使用する人の立場、価値観によって意味や

使い方が異なっている。牽強付会ともいえる使い方がさ

れることも少なくない。

自立とは離れ、地域のあり方を考えた場合、望ましい

姿を描けば、地域において物質的に豊かな生活ができ、

その生活が自らの価値観に合致し、これが持続的、安定

的なものであるということになろう。要するに地域が物

心両面で満足でき、これが永続性を持つということで

ある。

はじめに Ⅰ　「地域の自立」考
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地域の自立と鳥取県
【要旨】
「地域の自立」についての既存研究では、地域は、不安定なグローバル化とこれに結びついた

東京一極体制に依存した構造から、地域固有の資源によって独自の「地域の自立」を確立すべき
と主張している。「地域の自立」は、物心両面で満足できる生活の安定的継続が目的であり、その
ために「地域の自立」、すなわち経済的自立と自己決定権の確立が求められる。この「地域の自立」
に対する現実の課題とその対応は、地域によって当然異なる。鳥取県の県民1人当りの家計最終消
費支出金額は、47都道府県中では上昇しつつあり、上位にある。一方で産業の1人当りの雇用者
報酬は低位でありかつ低下している。この差を埋めているのは、就業率の高さ、税・社会保障費
などの負担の軽さと給付の多さ、貯蓄額の縮小、消費にシフトした経済構造である。鳥取県の生
活水準の持続性は不安定な基盤の上にある。最大の課題は産業の産出力の弱さである。
これを強化するためには、第一に個々の企業の生産力を引き上げることが求められる。しかし

多くの製造業ではコスト削減などプロセス技術に重点を置いている。市場や技術革新に対応でき
る開発力や、製品開発のヒントを取り込む仕組みが十分ではない。変動への対応力や発信力が弱
い。経営姿勢にも補助金への依存、企業間連携への消極姿勢がある。個々の企業はこれらへの対
応力をまず強化する必要がある。
第二に産業構造の転換や制度運用で、地域全体の戦略的取り組みが必要である。個々の企業が

取り組めない新産業の誘致、産業構造の転換、制度運用などは、行政を始めとした県内基盤組織
が戦略的に立案し、資源を集中し取り組むべきものである。
企業や行政などそれぞれの組織は相互に依存し合うのではなく、それぞれの組織がその機能に

特化し、その役割を最大限に果たすことで相乗的な効果が期待できる。その際、地域の自立に関
する諸説、国の制度にとらわれず、地域に最大の効用をもたらす視点から、独自の考え方、プロ
セスから取り組む必要がある。鳥取県にとっての経済的自立は、不安定なグローバル化、東京一
極体制に観念的に対峙することではなく、これら地域外との関係において地域の発信力を強化し、
産業を通じて最大限の経済価値を獲得することで達成すべきである。
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こうした状態が変わらないのであれば、「地域の自立」

という言葉はあまり問題とはならないであろう。少なく

とも日本の諸地域は1990年代初頭までは、国の財政は比

較的健全であり、地域格差を縮小する財政的仕組みはあ

る程度機能しており、自立が強く意識されることは少な

かった。

現在地域を論じる際に、「東京一極集中と地域の疲弊」

という言葉が、枕詞のように使われている。この言葉自

体の因果関係は必ずしも明確ではないが、地域の生活基

盤を脅かす諸要因が現実のものとなりつつあるのは、本

論でも示すように確かである。

地域の自立に関する既存の研究をみると、神野直彦は、

国民経済は不安定なグローバル化と直結した東京一極集

中体制によって形成され、地域はこの不安定な東京一極

集中を特徴とする国民経済に頼ることによってかろうじ

て存続していると、捉えている。ここから地域は不安定

な一極化した国民経済の上に築くのではなく、自ら確固

とした経済基盤を確立し、さらに自立した地域から国民

経済を築くべきとしている。自立した地域形成のプロセ

スとして、地域の生活の場を起点として地域のあり方を

自らが決め、そこから経済的自立を達成するという考え

を主張している。その核心は、生産の場としての地域再

生ではなく、生活の場としての地域再生という言葉に表

されている1。

森田朗は、「自立」とは、地域の活動に必要な資源の

負担における自立としている。これは、経済的自立のニ

ュアンスが強い。また「自律」は地域の自己決定権とし

ている。「自治体の自立」ということでは、住民自治、

行政活動の完結性、自主財源であり、これは欧州の伝統

的な都市社会の理想像であるとしている。

両氏の主張は地域あるいは都市というものの「あり方」

の転換、もしくは回帰を求めていると理解できよう。地
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本論では以下順序で論を進める。

１．生活を支える経済構造の解明

２．経済構造の持続性検討

３．経済構造の課題把握とこれへの取り組み方

４．「地域の自立」についての諸論と鳥取県の自立のあ

り方の考察

１． 所得の低さと支出の高さ

都道府県の所得水準を比較する際、一人当たり県民所

得が一般的に使用されるが、鳥取県の一人当たり県民所

得は、必ずしも高くない。47都道府県中32～33位であり、

下から三分の一あたりに位置する。この県民所得は主に、

県内の生産活動の成果によって得られる企業の利益、雇

用者報酬4が中心であり、これに預金の利子などからな

る財産所得を加えたものである。地域全体の生産総力と

資産を県民一人当たりで計ったものである。県民所得に

は企業所得など県民の生活に反映されない計算上の所得

が一部含まれる。生活水準に焦点を絞った場合、家計の

実際の収入、支出がポイントとなる。この家計収入の中

心を占める雇用者一人当たり報酬は、1997年以降都道

府県間順位が低下傾向にあり、2002年は42位まで低下

した5。

図 1 県民一人当たりの家計支出と収入金額順位

資料：内閣府2002年度県民経済計算

一方、生活水準をより端的に表す県民一人当たりの家

計最終消費支出は、47都道府県中では上位にある。1992

年度から1999年度では、県民一人当たりの家計最終消費

支出は、21位から16位の間に位置し、その後順位は上昇

し、2000年以降は11位から12位に位置している。ほぼ上

位25％に入る。

県民一人当たりの家計最終消費支出が47都道府県中で

高く、しかも傾向的に上昇していることは、地域の生活

水準にとって望ましいことである。問題は家計収入の中

心となる雇用者報酬と家計最終消費支出の乖離がどのよ

うな要因によってもたらされているのか、これは持続性

があるかということにある

２． 一人当たり家計最終消費支出の高さの原因

県民１人当りの所得、雇用者１人当りの報酬が少ない

にもかかわらず、県民１人あたりの家計最終消費支出が

相対的に高い理由は何か。考えられる理由として

１．経済構造が消費中心であってその他の支出が少ない、

２．貯蓄額が全国に比べ低い、

３．共働きなどの就業率が高い、

４．家計最終消費支出が生産活動や資産収入以外で支え

られている、

などが挙げられる。

①　県内総支出の構成

消費型経済に対するものとしては投資重視型経済があ

る。これは民間固定資本形成6や公的固定資本形成であ

る。鳥取県は47都道府県中で民間固定資本形成は低く、

公的固定資本形成は高い7。住宅を含めた総固定資本形

成の比率は全国に比べ低い。消費型経済といえる。

図2 47都道府県中の支出構成比順位

資料：図 1と同様

Ⅱ　鳥取県の消費水準と生産活動
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図3 政府最終消費支出中の現物支出

資料：図 1と同様

さらに家計最終消費支出以外に加え政府最終消費支出

も高い。政府最終消費支出の構成比は１人当たりでみる

と90年代前半は47都道府県中３位が続いたが、90年代後

半には２位、2002年には1位となっている。2002年の額

は一人当たり97万円であり家計最終消費支出の過半を超

える水準である。この政府最終消費支出には公的な教育

や介護といった民間が享受する消費が、45％含まれてお

り（図３）、支出においては家計を中心とした消費に特

化した経済構造である。

図4 1人当たり固定資本減耗額と雇用者報酬・個人企

業利益（2002年）

資料：図 1と同様

図5 移輸出入金額差と都道府県中順位

資料：図 1と同様

消費型経済では、民間固定資本形成が小さくなるため、

産業の生産基盤は弱く、供給力は低いものとなる（図４）。

この結果として移輸入が増えるが、鳥取県の場合現実に移

輸入超過（図５）であり、さらにこの超過が拡大している。

②　貯蓄動向

収入が少なく消費が多ければ、貯蓄も少なくなると予

想される。しかし1999年以前は鳥取県の一人当たり貯蓄額

は全国平均に比べ多く、消費格差を拡大する要因であった。

ただし1997年以降、貯蓄額は急速に減り始め2000年には全

国を下回り、消費格差を縮小する要因となっている8。こ

の原因は現在のところ景気動向が大きいが、一般に老齢化

は貯蓄を減らすといわれており、高齢化が早く進んでいる

鳥取県は今後構造的に国を下回る可能性は高い（図６）。

さらに貯蓄から得られる利子などから負債（＝借金）

の利払いを差し引いた差額は、全国ではプラスであるが、

鳥取県はマイナスとなっている。

③　就業率

鳥取県の人口に対する就業率は全国に比べ高い。2002

年は都道府県中８位である。1990年以降も８位を中心に

前後している。人口に対する就業率は全国に比べ約３～

２％高い水準で推移してきた。ここ数年は2％であるが、

これは県民１人当たり
．．．．．．．

８万円の雇用者報酬増となる。

図 8と表 1ではこの上回乗せ分は県民一人当たり雇用

者報酬に算入しているため、分析表には示されていない。

蛇足ではあるが、東京都や大阪府のように就業の中心的

都府県は一人当たり雇用者報酬が高く、就業率が高い。

一方雇用者報酬が高く就業率が低いのは、千葉、神奈川、
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兵庫、埼玉などの大都市周辺県である。鳥取県や島根県

は、低水準の雇用者報酬、高就業率である。大都市圏は

就業の場、その周辺はこれを支える生活圏であり、鳥取

県など地方は、低い雇用者報酬を、就業率でカバーして

いるという構造にある。

図6 鳥取県と全国の一人当たり年間貯蓄額と鳥取県の

家計最終消費支出への寄与

資料：国民経済計算年報平成17年版、平成15年度鳥取県民経済計算

④　移転収入

家計最終消費支出の原資となる収入は、生産活動から

得られる収入だけではない。各種の年金収入や、その他

の社会保障給付がある。これで県民一人当たり約８万円

の上乗せ効果がある。県民所得にはこうした移転収入は

含まれていない。

図7 税金・社会保障の収入への影響

資料：図 6と同様

社会保障給付以上に家計収入に寄与しているものに、

税金・社会保障負担の低さがある。税金や社会保障負担

は全国平均を大きく下っている。県民一人当たり税金で

７万円、社会保障負担で８万円低い。これは給付額以上

に大きな実質的収入の増大、家計最終消費支出の底上げ

要因となっている（図７）。

この原因として、第一に高齢者比率が全国平均を上回

っていることがある。高齢者が多ければ、負担の軽減と

支給の増加が起こる。第二の原因は、雇用者報酬の低さ

である。雇用者報酬が低ければ、社会負担は低いものと

なる。高齢化と雇用者報酬の低さが、国の所得再配分効

果を通じ、消費の原資を底上げしている。

鳥取県の家計最終消費支出と収入差を要因別に全国と

比較すると、表１のようになる。その増減要因は、構造

的なものと短期的な要因に由来しているものが、混在し

ている。最近の支出格差の縮小は、貯蓄額減少と個人企

業の利益増大によってもたらされている。賃金・俸給は

景気要因での変動もあるが、構造的に全国レベルに比べ

低い。これを補填しているのは、税金・社会保障負担軽

減と受取りであり、制度的移転による構造的なものであ

る。貯蓄の取り崩しには、景気要因である賃金との逆相

関が見られるが、今後、高齢化・就業人口の減少といっ

た構造要因が働いてくる可能性がある。

ここから導かれる地域の収入構造の特徴は、低賃金を

制度と就労増加で補填し、景気による賃金変動を貯蓄に

よって調整している、ということになる。

図8 鳥取県の国との支出格差と収入格差

資料：図 6と同様
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鳥取県と国の貯蓄差
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３．経済・産業構造と収入

①　地域経済の規模の決まり方

賃金格差の調整は、税金を通じた所得再配分、社会保

障制度によって行われている。ただし家計最終消費支出

の基礎はあくまで雇用者報酬であり、個人企業の営業余

剰9である。これらは経済・産業構造から決まる。鳥取

県の支出 (＝需要)の特徴は、家計最終消費、政府最終消

費、公的固定資本形成の構成比が高いことにある。この

うち政府最終消費支出と公的固定資本形成は、家計最終

消費支出を支える賃金の水準、さらには産業構造も同時

に規定する。県内でよく使われる「公務依存」は多様な

経路によって地域経済に影響を与えている。

地域経済を分析する考え方に「基盤―乗数」分析とい

う考え方がある10。これは地域の生産活動を、地域外の

需要を満たす産業と、地域内の需要を満たす二つの産業

に大別するものである。地域外の需要を満たす産業は主

に移輸出産業であり、その他の産業は移輸出を支える産

業と考える。この考えでは移輸出の規模が地域経済の特

徴を決定する基盤であり、その他は非基盤と考える。地

域の経済規模を決定するのは、この基盤産業の比率であり、

その経済規模は乗数分析と同様な考え方で導かれる11。要

するに域外から付加価値を獲得することが、経済活動の

起点となり、これによって県内産業の活動が誘発され、

その規模が決まるということである。

この考え方に基づいて鳥取県経済をみると、移輸出以

外にもうひとつの基盤産業が存在することになる。中央

政府からの資金移転である。これは移輸出によって県外

需要を吸収するのと同様な意味を持つ。地域内の資金の

みによって地域政府の支出が賄われるのであれば、非基

盤産業と同様である。鳥取県が地域独自の財源で支出で

きるのは14年度で、県33％、市町村合計で42％に過ぎな

い。残余は地域外から移転された付加価値であり、県にと

っては移輸出によって獲得した付加価値と同様となる。

移輸出産業は、県内の製造業、商業、サービス業を誘

発する。政府支出も公務のほか、社会保障関連、教育な

どのサービス産業の生産を誘発する。県内の各種の生産

活動によって得られる雇用者の賃金や個人企業の利益

は、基盤産業と非基盤産業の活動によってもたらされる。

ど翆憐

り浬尿酏出で筰栃磯ヮと翆のΗ計Ｕù産業Ｇニ加価値Ｋ

盃出に筰栃違出が欠内産業の咳用者∵

ツの咳え防涯 て呼移輸出旭筰栃違出ゲ犠の支出が和



調査研究報告　経済・産業・企業

11 TORCレポート №26

図9 県内雇用者報酬・営業余剰合計の移輸出、公的支

出務による誘発比率

資料：鳥取県県民経済計算（平成15年度）、鳥取県産業連関

表（2000年度、1995年度）

さらに雇用者報酬だけを取り出せば、2003年度は公的

支出依存30％、移輸出30.4％とほぼ拮抗するレベルとな

る。1990年は移輸出が35.2％、公的支出が25％であって、

移輸出が低下、公的支出が増加してきたことになる（図10）。

県内の家計最終消費支出は、公的負担の軽減、社会保

障給付などの政府の直接的な制度によって維持されてい

ることに加え、雇用者の賃金や個人企業の利益に関わる

生産活動が、公的支出制度によって支持され、さらにそ

の比率が高まっているという二重の制度依存構造となっ

ている。公務依存ということは既に認識されてきたこと

であるが、これを金額ベースで明確にし、公務依存の構

造、波及ルートを明らかにすることで課題への対応は、

漠とした概念から明示的なものとすることができる。

図10 県内雇用者の賃金俸給の移輸出、公的支出誘発度依存度

資料：図9と同様

１．問題の所在

以上の分析からから判明するのは、鳥取県の家計消費

を底上げしてきたのは、国の公的制度による家計への直

接的な負担軽減と資金移転であり、さらに賃金の30％以

上（把握の仕方では45％）は、公的支出を通じ得られて

いるということである。支出の資金原資、賃金のいずれ

においても、公的分野の構成比が上昇している。これが

公務依存の実態といえる。

県内の生活水準が今後持続できるか否かは、第１に公

的部門の制度的支持が持続性を持つか、政府サービス生

産の維持・拡大は可能か、第２に移輸出に代表される純

粋な民間部門の産業活動は低下を食い止め、さらに引き

上げることができるか、ということになる。

２． 制度と政府サービスの持続性

社会保障制度や政府サービス生産の原資が持続性の困

難に直面していることは、本論で述べるまでもなく既に

一般的な認識となっている14。こうした動向は省略する

が、以下ではこれまで指摘した県内の諸特性に関係する

制度変更の動きと理論の動向について考察してみたい。

①　税源シフト

これまでの課税の基本的な考えは、所得税や法人税な

ど、生産活動から得られる付加価値を中心としてきた。

今後は消費税へのシフトを強める方向にある。消費税へ

のシフトは、課税の対象を資産・年金など消費の資金原

資を対象とする考え方である。これは鳥取県のように雇

用者報酬水準が低く、高齢者が多い地域にとっては、負

担の増加をもたらす。税金、社会保障負担の軽減は、先

にみたように県民の消費活動を底上げしてきた最も大き

な要因である。現在の税制、社会負担制度は、鳥取県に

とっては、今後消費水準を引き下げる大きな原因となり

える。

②　所得格差の拡大と高齢者

日本の所得格差の拡大は、ここ数年注目されてきた。

最近の所得格差分析（大竹：2005）によれば、高齢者の

増加がこれをもたらしているとされる。この説では、高

齢者は就労期による所得の格差が大きく、その格差が数

十年にわたって固定されるために、世代内の格差が大き

く、この高齢者比率の増加が日本全体の所得格差を拡大

雇 用 者 報 酬 の 出 別 源 泉

ƒ5 5

~5 5 ~5 5

¡5 5

¡5 5 §1年 §3§5§7§9 ‘ ~年度

雇 用 者 報 酬 の 支 出 別 見 泉 移輸出依存 公土 出依存

20.0%
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25.0%

27.5%

30.0%

32.5%

35.0%91年92939495969798 990123年度
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させている、と主張している。この説は政府の政策論拠

にもなっているようであるが、このような分析の結果と

して、高齢者を中心とした社会保障負担などは、若年層

と高齢者間によって移転・調整するのではなく、高齢者

間で移転・調整を行うべきとの考えが導かれる（小塩：

2005）。この場合、高所得(資産)の高齢者の多い地域か

ら、低所得高齢者の多い地域への移転は増加するが、高

齢者間の所得総額は増えないため、高齢者の多い地域の

移転収入は減少する可能性がある。

こうした制度転換の動きは、これまで政治に無関心で

あった若年層の政治関与を高めることが指摘されており15、

高齢者重視の既存の制度転換が早まることも予想される。

こうした制度転換を否定的にとる立場からの主張ではな

いが、鳥取県に注目すれば、現在の制度は鳥取県の消費

水準を引き下げる方向に動き始めているといえよう。現

在の制度変更の方向性と鳥取県の社会経済構造から判断

すれば、全国との消費格差を縮小させていた主要な制度

が、予想外に早くその機能を喪失する恐れがある。さら

に本論では詳細は触れないが、政府サービス生産に関わ

る分野での縮小の恐れがあるのはいうまでもない。

地域の生活水準は、地域の産業が支え、このなかから

行政などの公共活動が行われることが望まれる。この意

味で産業活動が、地域の生活を支える賃金や個人企業の

利益を充分提供できることが求められる。公的制度の継

続性が揺らいでいる鳥取県の現状では、産業の拡充が求

められる。

１． 鳥取県の賃金の低さの原因

鳥取県の一人当たりの雇用者報酬(賃金)水準は、政

府サービス部門を含めても42位である。さらに産業（民

間部門）の全国水準に対する乖離率は、政府サービス生

産を大きく下回り（図11）、産業の雇用者報酬水準の実

態は42位を下回っている可能性が高い。

雇用者報酬の低さには、産業構造による格差と産業内

の格差によるものがある。産業には一人当たり付加価値

額の多い産業とそうでない産業がある。重化学工業や電

力業は大規模な設備を擁し、一人当たりの付加価値額や

雇用者報酬も高い（図12）。一方組立産業、商業・サー

ビス産業は一般に労働集約産業であり付加価値額、雇用

者報酬水準は相対的に低い。付加価値が多い産業の構成

比が高いほど、平均した付加価値額や雇用者報酬水準は

高くなる。こうした産業の構成比の違いによる格差が、

産業構造格差である。鳥取県の産業構成は、装置産業な

どが少なく、付加価値額が低くなる。一人当たり資本装

備額が大きければ、一人当たりの付加価値額も大きくな

るが、残念ながらこうした構造にはなっていない（図 4）。

図11 民間と政府の対全国賃金乖離率（鳥取県／全国）

資料：図 6と同様

図12 日本の1人当り賃金と設備投資額

資料：国民経済計算年報平成17年版

産業内格差は、同一産業たとえば電機産業、金融業、

商業など他県の同一産業に比べ付加価値、雇用者報酬が

低い場合である。これはそれぞれの産業の問題である。

鳥取県の付加価値額、雇用者報酬を引き上げていくた

めには、産業構造の改善と個々の産業の両面からのアプ

ローチが必要となる。
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Ⅳ　産業活動と付加価値引き上げ

一人当たり雇用者所得の対全国乖離率
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図13 産業別賃金格差率（鳥取県/全国）

資料：図 6と同様

２． 産業内格差の改善　企業における賃金の引き上げ

一人当たりの付加価値額、賃金を引き上げていくため

には、個々の企業、産業がこれを引き上げていくことが

求められる。

鳥取県の民間産業の賃金で全県平均との格差が目立つ

のは、製造業、サービス、商業などである。1997年以降

その格差は拡大し、産業平均で25％、製造業、サービス

業では30％以上の格差がついている（図13）。

①　課題　プロセス技術への特化

個々の産業、企業の付加価値の低さは複数の原因があ

る。以下では鳥取県の中小企業の経営者の意見を参考に

原因の一端について探ってみたい。鳥取県中小企業団体

中央会は2005年度に、県内製造業の経営者を対象にアン

ケート調査を実施した。この調査は鳥取県の製造業で比

較的ウエイトの大きい電気器具機械製造業、機械金属製

造業、縫製業に属する企業を対象とし、各業種に属する

企業の経営実態と今後の方向性を探るために、県内企業

各100社に対しアンケートを実施したものである16。この

調査結果、同アンケートに関する諸意見、これに食品加

工業についてとっとり総研が独自に行ったヒヤリング調

査を元に、企業の付加価値の引き上げについて考えてみ

たい。

製造業三業種のアンケートから、経営者がある程度共

通して認識している事項を、比較してみると、表２のよ

うになる。これらの項目は客観的な評価ではなく、経営

者の視点からの認識である。

経営上の優位性として挙げられたのは、品質、納期、

生産管理など主に製造技術に関するものである。一般的

にいうプロセス技術における優位性である。これらの優

位性は、下請け企業として存続していく上では必要不可

欠な経営要素であるが、こうした事業形態は、生産が拡

大し、また安定している環境で優位性を発揮する。特に

大量生産体制の下ではプロセス技術への集中はコストダ

ウンを可能とし、分業化におけるメリットが享受できる。

これは日本の製造業の優位性の原点でもある。

表2 県内製造業経営者アンケート

資料：鳥取県中小企業団体中央会、「鳥取県の機械金属製造業の
現状と課題」、「鳥取県の縫製業の現状と課題」、「鳥取県
の電気器具機械製造業の現状と課題」より作成。

注：％は回答者があげた比率である。

しかし、こうした特定分野に特化したプロセス技術は、

常にコスト競争に直面する。グローバル化の中では世界

中とコスト競争が行われる。この形態でのデメリットは、

生産に特化しているために受注・販売を外部に依存し、

マーケットから隔絶されることにある。市場からの隔絶

は、独自性を発揮するためのルートが閉ざされているこ

とでもある。これに対して経営上の課題として、独自の

新技術開発の必要性を認識している。しかし、技術開発

の方向を探る上で少なからず困難に直面しているようで

ある。県内縫製業も、多くは下請業態が中心であるが、

やはり市場の重要性を認識しており、何らかの形で自ら

販売を手がけることに、新たな方向性を見いだそうとし

ている。しかしこれを実現するのは容易ではないようで

ある。
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鳥取県対全国　産業別賃金水準乖離率
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縫製業では販売への参入を今後の方向としているが、自

ら販売業を手がけなくとも、小売事業者と独自に結びつ

くことによっても実現できる可能性がある。

縫製業の経営者意識では、小ロット、サンプル発注の

多さ、短納期は、難しい注文、コスト増大要因としてこ

れは事業環境におけるマイナスと捉えられている。しか

し、こうした受注に対処していけることは、小売事業者

と直結するうえで大きな力となる可能性を持つ。縫製業

は問屋次第という声も聞かれるが、サンプル生産は高級

品質を要求されるものであり、これを小ロットで効率的

に短納期で生産できれば、細分化された市場、欠品など

に対応できる。大量生産特化型の製造プロセスのみで他

の産地、海外と競うのではなく、小売と直結し消費ニー

ズに自在に対処することで、その製造優位性を生かして

いく方向性がある。こうした体制を集積していけば、縫

製業産地として独自の力を発揮できる可能性もある。注

意を払うべきことは、優位性と認識しているものが本当

にそうか、また事業環境における障害と認識しているこ

とが本当にそうかということがある。

以下の例は縫製ということではないが、鳥取県の大手

スーパーでは県内の産品を自社のルートで全国に販売す

る支援はできるとの見解を持つが、県内の事業者は全国

的な流通に乗せるための条件をクリアできない、との見

解も聞く。産業としての価値を高めていくためには、地

域の多様な生産力を厳しい全国の条件、ニーズに合致さ

せていくことがまず求められよう。

④　連携への取り組み

今回の鳥取県中小企業団体中央会の調査では連携とい

うことも重要な調査の対象として取り上げられた。連携

という言葉は、一般に産学連携や産官学連携という意味

で使われている。しかし実際の企業活動では、企業間連

携が最も一般的であり活用度が高い。連携という言葉も、

受け手によって解釈が異なっている。先のアンケート調

査では連携が実際には行われていないと回答する比率は

多い。また連携の効果に、疑問を抱いている事業者は少

なくない。連携が自社の仕事に結びつかないとの回答も

多い。同業者は競争相手との意識もあり、各種ノウハウ

を開示したくないという意識が強い。

実際には、県内特産のカニを加工する機械は、県内企

業が開発、供給している。これは通常の事業範囲での連

携であるが、こうした例は最も重要な地域内の連携例と

いえよう。新技術のみに特化した連携が、実利をもたら

すのではなく、既存の技術や経営ノウハウを事業上で提

供し合うことが最も基本的な連携といえる。地場の水産

加工業のニーズに応じることができる機械産業は、その

技術を応用しつつ、他県の加工品開発機械を手がけるこ

ともできる。県内で実際にこうした発想から異業種間で

の連携を進めているところもある。中小企業が、原材料、

市場に活動スパンを拡大していくうえで、他企業との実

践的連携は不可欠である。

縫製業では受注の季節性が大きいことが課題としてあ

げられている。一方で長期的に人員確保が難しいという

問題が生じている。こうした中では、季節の繁閑に応じ

て生産協力を行うことは相互にとってメリットがある。

生産の受委託は、大企業でもしばしば行われている。既

存の経営資源、技術の相互活用は、コストを節約しつつ、

相互の企業メリットを増大させる。これが連携の基本と

いえる。

産学連携は、企業側に明確な技術開発ターゲットがあ

って、しかも高度、専門的なものであれば有効であるが、

こうした条件がない場合、産学連携が必ずしも有効とは

いいきれない面がある。特に産と学では、契約意識、

事業感覚の差があって初期目標が達成されないケース

もある21。

⑤　補助金

アンケート結果では、政府の補助金による支援を求め

る声が大きい。また政府からも新産業連携などを通じた

補助金支出などの制度が提案されている。こうした補助

金には、成果の上がっているケースもあるが、活発な事

業展開を行っている事業者からは、補助金を頼りにせず

自らリスクを負って事業を進めることが、成功確率を高

めるという意見も聞かれる。筆者も世界的な半導体メー

カーの開発担当者から、「ライバル企業が政府の補助金

を活用して技術開発を行う場合は、その技術の実現性を

低く見ている証拠である」との見解を聞いたことがある。

自己資金で投資回収ができること、こうした意欲をもっ

ていることが、その事業の成功度を高めることにもなる。

不当りなど偶発的な原因による経営不安や、開発ターゲ

ットが明確であり、一定の補助金がリスクを低減させる

場合は有効となることもある。上記調査での補助金への

期待が、開発支援への補助金期待か経営全般への要請か

は明確ではない。ただし、企業経営全般への補助金期待

は、経営にとってはプラスにはならないであろう。

⑥　個々の企業の付加価値　雇用者報酬の引き上げ

個々の中小企業の付加価値引き上げや報酬引き上げ

は、売上拡大、生産性の向上、このための技術、経営の

イノベーションが基本であるが、これを促進する事業形
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態が重要である。境港市の例でも触れたが、県内産業で

も実現できるその要素としては以下のような項目があげ

られる。

１．消費財関連の産業では最終消費者とのコンタクト、

その他では事業全般の外部情報の入手によってそのニ

ーズを把握し、これに対応した技術、生産システムを

構築する。

２．中小企業本来の柔軟性を発揮するためには、規模に

応じ可能な限り事業スパンを拡大し、経営の自律性を

高める。

３．自社の経営資源で対応できない分野では、相互メリ

ットを重視した企業間の連携を通じ補完する。

ただし、これらの事業形態はすべての業種の企業がと

ることは難しい。最終消費者から遠い部品産業などでは、

その産業にあわせた取り組みが必要となってくる。

３. 戦略と産業構造の高付加価値化

高付加価値化や賃金の引き上げは、個々の企業の努力

のほかに、産業構造を転換することによって進める方法

がある。この場合これに相応しい取り組み方が必要と

なる。

①　産業構造の形成と転換

鳥取県の産業構造の由来は複数である。農林水産業、

水産加工、畜産加工やこれに関わる流通関連は地域の自

然、資源を形成の契機とする。電気機械産業は県外から

の誘致、移転、縫製業も誘致、関西の繊維産業との関係

から成立したようである。福祉医療系の産業は、他県に

先んじて進んだ高齢化という社会環境と、社会保障制度

のなかで拡大してきたといえよう。このように県内の産

業構造に大きなインパクトを生じさせた契機は、県外か

らの企業進出、移転、社会・制度変化から生じてきてい

る。産業構造の転換による高付加価値化は、こうした視

点からの対応が必要となってくる。

②　部品産業の特徴と地域戦略

県内の中小の電機、機械加工産業の製品の多くは、最

終消費者とは直接結びついていない中間財や資本財が多

く、経営視点は取引関係にある上位企業の姿勢に集中し

がちである。このような関係においては、発注先の評価

は品質、コストに集中する。差別性のない部材では価格

競争に陥りやすい。一方、部品産業の総合力は、日本の

製造業の強さの源泉であり、また、特異な技術、製品を

保持している部品メーカーは国内外で強力な位置を確

保しているのも事実である。県内製造業の中心である電

子・電気関連製品は、産業としては最も変化、高度化が

著しい分野であり、可能であれば自前の技術を転用、活

用できる独自のユーザーを探すことができれば望まし

い。しかし、現在の技術開発のスピード、高度化、総合

力、関連産業の集積の重要さは中小企業の限界を超える

ものも少なくない。こうした動きに対処するためには、

戦略的な対応が必要となるが、これは中小の事業者が単

独で取り組むことは難しく、これに相応しい枠組みが必

要となる。

③　地域の戦略的取り組み

こうした意味で、地域全体での戦略的取り組みが必要

となってくる。機械産業にとどまらず、地域の消費者の

利便性を向上させ、地域の発信力を強化していくために

は、この地域の戦略というものが重要となってくる。こ

の戦略は産業構造を転換していくためには、不可欠のも

のである。この戦略立案と実行は個々の事業者が取り組

めるものではなく、地方政府、公的団体などの地域で横

断的機能を発揮できる組織の役割であろう。

産業構造の転換は、一朝一夕で進むものではない。実

行を支えるためのコンセプトと体制が必要となる。この

コンセプト、目的に沿って資金、県内諸組織、インフラ

を集中していくことが求められる。分散型の補助金支出

はこうした戦略的資金集中に統合していくことも必要で

ある。戦略が明確であればこれに沿った補助金は当然重

要な手段となる。

④　事例と可能性

有名な三重県のシャープの亀山工場の誘致は、特定企

業へ資金を集中し、これに的を絞ったインフラ整備など、

地域側の努力の効果も大きいといえよう。実行において

多様な要素があったと推測されるが、「クリスタルバレ

ー構想」による液晶事業の集積という戦略と、これを実

現する上で資源として三重県は90億円を集中し、これを

トップが率先して推進するという体制によって進めたこ

とが大きいであろう22。地域の戦略的取り組みの典型と

いえる。

特定企業への支援を、躊躇する自治体も多い。しかし

産業を高度化し、集積を進め、高付加価値産業へ構造転

換していくためには、世界的な技術力、市場を掌握した

企業の力を活用しなければ、グロ－バル化の時代にあっ

ては難しい。有力な企業ほど集積力、周辺産業の吸引力

が強い。地域にとって将来性の高い技術、事業を有する

企業の進出は重要性を増してこよう。

必ずしも有名な事例ではないが、企業城下町と称する
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市町村で、将来性の高い事業に支援を行うこともある。

環境・エネルギー関連の機器を生産しているメーカーの

工場がある市町村では、これを地域内に普及させるため

に積極的な支援を行っている例が複数ある。こうした政

策によって、関連する産業の育成を促し、集積を強化す

ることができる。単に設置補助金を支出するのではなく、

地域全体の戦略として産業、環境政策と連結して資源を

集中している。ただし当然ながら技術、市場の将来性な

どは重要な要素である。

鳥取県では風力発電設備が目立つようになってきた

が、こうした自然エネルギーを環境政策としてだけでは

なく、地域の戦略事業として、機器の設置にとどまらず、

製造・メンテナンスまでスパンを拡大し、県内の電機・

機械メーカーの構造転換に結び付けていくという考えも

ある。そのために県の強力な支援を伴った製造拠点の誘

致といった戦略が求められる。木質バイオなど他の自

然エネルギー事業の展開にも同様な戦略採用が考えら

れる。

また、清涼飲料水メーカーの誘致が実現したが、水資

源が豊富な鳥取県にとっては、水関係の食品産業を重点

として戦略的に誘致していくことも考えられる。いずれ

の場合にも、企業への多様な支援によって、進出誘因を

高める施策が必要となる。こうした取り組みは、当然な

がら県内の個々の企業に求められるものではなく、また

待っていればこうした企業が進出してくるわけでもな

い。県の共通基盤である行政、公的機関が目的指向を明

確にし、トップ以下の行政組織が一体となってこれに取

り組むことが求められる。県、市町村など県内の基盤組

織がこうした機能を果たしていくことは重要であろう。

⑤　商業と地域戦略

こうした戦略的対応は県内産業として規模の大きい商

業にも求められる。商業については、これまで何回かと

っとり総研の調査研究で取り上げてきたが、雇用者は多

いが、一人当たり付加価値、賃金は全国に比べ低く、縮

小傾向にある。県外に拠点を持つ卸売業からの流入圧力

が高まっている。長期的な特性では、商業は所得の増加

とともにいったん縮小し、その後増加していく傾向があ

り、鳥取県は現在縮小傾向にあると指摘した。

こうした問題に加え、商業は地域それぞれが、戦略的

な対応を求められる環境に直面している。この環境とは、

いわゆる「まちづくり三法」がそう遠くない時期に施行

されようとしていることである。この法案の核心は衰退

の目立つ中心市街地の商業再生、郊外大規模店舗の規制

ということにある。この法案へのスタンスは、地域間や

地域内の諸自治体間で異なる。同時に消費者、中小商業

者、大規模店舗それぞれでも異なる。商業は産業として

の商業、消費者のニーズに応じる商業、市街地のインフ

ラ、生活の場などそれぞれの視点からみれば望ましいあ

り方は、微妙に異なる。この法案自体は、国主導による

ものであり、地方の運用裁量を認めているが、前提とす

る認識はひとつであり、この点では画一的な規制によっ

て地域の再生を図るものである。しかし、地域は独自の

視点からこれに対処すべきである。

まちづくり三法の推進サイドやこれを支持する見解

は、中心市街地の衰退原因を郊外大規模店舗の存在に、

強く結びつけている。では鳥取県の商業を地域に即して

考えた場合、どのようなあり方が望まれるであろうか。

それぞれの市町村はそこにある中心市街地はなぜ活性

化しなければならないのか、その効用、利便性は何か、

中心市街地再生のために規制等によって失われる効用を

比較考量することが必要となる23。

繰り返しとっとり総研が取り上げている境港市におけ

る大規模店舗と商店街の調査では、地域独自の商業のあ

り方に関し重要な示唆を含む。この調査では商店街自身

がすでに現時点で、近時の大規模店舗進出が商店街の衰

退の原因であるとは考えておらず、それを規制したとこ

ろで客が戻ってくるとは判断していない。長期の社会構

造含めた商業全般との関係と認識している。さらに事業

継続性ということについても高齢化、後継者問題が指摘

されている。もっともこれは商店街にかかわらず、多く

の中小零細企業が直面している課題である。一方で大規

模店舗は市街地住民に効用の増大をもたらしている。中

心市街地の商店の重要性の論拠となっている高齢者も、

大規模店舗があることで自転車や徒歩で行ける買い物先

として利便性を享受している。

また大規模店舗を地域産業としてみれば、松江市や米

子市から買い物客を集め地域経済拡大に貢献している。

境港市、鳥取県にとっては地域の発信力を強化するもの

であり付加価値、雇用をもたらす産業といえる24。

大規模店舗は、地域の商業競争を激化させるかもしれ

ないが、これは地域の消費者の選択肢を広げ、価格引き

下げ効果によって支出を実質的に引き上げる。商品の潤

沢さは、地域の消費需要の流失を防ぎ、こうした施設が

ない地域の消費需要を吸収できる。商業が他地域に比べ

低付加価値化している鳥取県は、もし他県が規制するの

であれば、土地利用規制を商業指向として県境にこれを

積極誘致して、むしろこれを逆の形で積極的に活用する

戦略も取りえる。

一方で境港市の商店街において、むしろ注目すべきこ
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とは、地場の商店街としての機能低下は起きているが、

観光という形態で、現在多くの人が訪れ、別の形で賑わ

いを取り戻していることである25。

地域の商業を考えたとき、郊外店舗と中心市街地の店

舗が同様なコンセプト、商品で競争することは、困難で

あることは論じるまでもないであろう。常に指摘される

ように、それぞれが特性を生かした商業集積としての魅

力がポイントとなる。この意味で境港市の商店街は、水

木しげるロードという観光コンセプトによって独自の特

色を持たせている。その訪問者の層は、当然ながら大規

模店舗とはまったく異なる。商店街の30％はこの経済的

効果を享受し、これが従来とは別な商店街発展の可能性

をもたらしている。

⑥　境港市の商店街と大規模店舗

地域戦略事例としての解釈

この境港市における商店街と大規模店舗のあり方は、

地域固有の戦略策定の好例として解釈ができる。ただし

解釈できるとしたのは、両者が当初から統合された戦略

ではないためである。

水木しげるロードは商店街再生、賑わいの回復を狙っ

て境港市によって企画され、市の資金の投入、実行がな

されてきた。これは衰退商店街を観光コンセプトによっ

て転換しようとした戦略対応である。一方で、その地域

の生活インフラ確保と周辺市町村の商業需要を吸収する

ために、大規模店舗誘致を戦略の一環として進めたもの

と仮定
．．
すれば、きわめて有効な地域戦略といえる。戦略

立案と中長期にわたる資金の投入による実行は、地域の

消費者の利便性向上、商店街の新たなコンセプト創出と

再生、産業としての付加価値と雇用増大を実現したと評

価できる。これが当初からの構想であったならば、共通

基盤としての行政に求められる戦略機能の典型と評価で

きよう。

国の画一的方針、制度に対して、地域は独自の政策解

釈、運用スタンスをとることが重要である。これが行政

に求められる戦略機能である。

このような戦略機能を地域が発揮していくためには、

行政組織、商工業団体、研究機関などの地域の基盤組織

が果たしていく役割が重要となる。個々の企業は自らの

事業において最大限の高付加価値化を進め、企業が対応

できない戦略を立案し実行していくためには、人材と資

金などの資源投入を長期的に行える基盤組織が手がける

べきであろう。それぞれの組織がその機能を最大限に発

揮することが求められる。

⑦　公務サービスの経済価値と戦略への期待

鳥取県の経済活動別の賃金水準の中で、全国を上回る

のは政府サービス生産者である。純粋な公務は全国水準

を下回り、乖離率は広がっている。それでも民間に比べ

ればその幅は小さい。政府サービス生産者の雇用者数は

鳥取県の9.7％であるが、その報酬総額は県全体の22.1％

を占める。これは製造業全体の報酬額18.3％26を上回る。

公務部門の経済統計上の付加価値額は、企業の付加価

値とは異なり、主に従業者に支払われた給与をベースと

して計算されている。統計における金額の多寡は質、内

容を反映したものではない。民間産業では販売、原材料

購入を通じ付加価値が計算されているが、政府サービス

生産は市場の評価を受けていない。

公的サービスの主なものに、子育て、教育、医療、老

人福祉などがある。こうしたサービスは、財政的な制約

が強まったとしても、その質は維持・向上させていくべ

きものである。注意すべきことは公的サービスに関わる

分野の質は、必ずしも金額ベースで評価できるものでは

ないことである。こうした分野では、金額以上に質と内

容が維持されるための仕組みが重要となってくる。これ

は経済的な基盤整備とともに、地域の生活を考える上で、

重要な検討課題である。

本論で期待した戦略立案を機能とする組織は、ある意

味では県内に新たな価値を生むための共通部門である。

こうした組織はその機能によって雇用者報酬の何倍もの

経済価値を県内に生じさせることができるのである。

１． グローバル化、東京一極体制との関係

鳥取県の現在の家計の消費水準は高い。しかしこれは、

政府からの直接の資金移転と負担の軽減、そして産業の

多くが公務サービスを通じた政府資金に依存するという

二重の制度依存によるものである。

一方で市場を対象とする産業の力は低下し、低賃金と

いう構造を抱えている。地域固有の経済的基盤は弱く、

脆弱化している。地域の自立の基本要素である経済的自

立が確保されていない。

本論で述べてきた経済的自立の提案は、冒頭の「地域

の自立を巡る諸論」で触れた独自の地域資源に依存した

経済的自立の姿ではなく、むしろ既存の産業構造への適

合を提案していると理解される内容である。なんら新規

性がないとの批判もあろう。しかしながら本論で主張し
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Ⅴ　鳥取県にとっての地域の自立
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たのは、地域には地域独自の経済的自立のプロセスがあ

ること、それは地域の制約、諸要素に基づいたものであ

る、ということである。

冒頭の既存研究の「地域の自立」の構造把握を、鳥取

県の視点から吟味してみると、鳥取県の経済的自立の最

大課題は、グローバル化とこれに直結した東京一極体制

から直接的に生じていることではない27。1970年代後半

から1980年代にかけ欧米先進国ではグローバル化によっ

て、自動車、家電、造船など地域に立地した産業の衰退、

消滅が現実に発生し、1990年代にはアジアの発展途上国

では資本移動による深刻な経済ダメージが発生した。

これらがグローバル化への対抗的イメージを形成して

きた。

このなかで日本は、1970年代から80年代にかけてはむ

しろ、欧米先進国の製造業の苦境の原因であった。この

反動としての内需振興策によるバブル発生が、日本全体

に困難をもたらしたといえる。ただし、一方で、グロー

バル化は消費者全体の効用を増加させたとの指摘もあ

り、さらに日本は、グローバル化、貿易、資本収支から

大きなメリットを受け、現在も将来も海外諸国との関係

なくして、経済が成り立たないことは論じるまでもない

であろう。現在の日本経済、生活は、国際間との関係に

おいて成り立っているものであり、これとつながる日本

の諸地域が隔絶して存在することは現実には不可能であ

る。当然これが未来永劫にわたって続く保証はないが、

鳥取県は現実には世界、東京を中心とした社会経済との

関係によって生活を形成していかざるを得ない。鳥取県

の最大の課題は、東京を含めた関係で、産業の発信力、

関連性が弱いことであり、東京一極体制との関係におい

て、産業がそこから経済的価値を引き出せる力を高める

ことにある。

２．地域の固有性

地域資源に基づいた自立も、本論で述べた基盤乗数の

考えからいえば、地域外からどれだけ経済的価値を吸収

できるかということが問われる。

冒頭でグローバル化に対置する意味で、地域固有の文

化や創造力に依拠した自立のあり方についての研究を取

り上げた。本論で主張した経済的価値の重視は、地域の

アイデンティティや文化というものを軽視している、あ

るいは相反的位置にあるとみなされるかもしれない。確

かにグローバル化の重要な反面として、文化の画一化、

アメリカナイズ、独自の価値観の喪失、ということが指

摘されている。しかし、経済的価値という視点は、事象

をひとつの側面から観察したものである。経済的視点は、

地域のアイデンティティや文化の維持にとって重要で

ある28。

すぐれた景観、伝統的生活様式、歴史的遺跡は、本来

の姿、純粋さを保っているほどに、外部から高い評価を

受ける。これは経済的には、来訪者の増加とこれから派

生する価値をもたらす。これは地域がこれらを大切にし

ているか否かの評価基準となる。さらに地域外からの経

済効果が高まるほど、その重要性が地域で認知され、そ

の地域の固有性を維持するインセンティブが働く。経済

的価値は、地域と地域外とを結びつけ、地域の固有性の

意義を高めることができる。

グローバル化、市場の存在によって、地域は独自のア

イデンティティを地域外に向かって発信でき、これによ

って純化され、維持できるものとなる。地域内に限定さ

れたアイデンティティ的確認だけの地域意識は、むしろ

消滅していくおそれが強いといえる。発信力とこれがも

たらす経済的価値は地域にとって無視できない意味を有

する。

３．固有の視点とプロセス

鳥取県の特性を冷静に省みれば、産業自体の競争力、

地理的位置、文化歴史的事跡などは必ずしも優位ではな

いのも事実である。こうした特性を直視し地域を捉えな

おせば、諸種の学説、事例、国の制度にとらわれず、鳥

取県の特性から地域独自の経済基盤を確保していくこと

が求められる。どのような資源によって地域の経済的自

立を成り立たせる場合でも、地域は世界や東京、他地域

と結びついた関係にあり、これに向かって地域の発信力

を強化する努力は不可欠となる。

このためには、企業と基盤組織がそれぞれの組織の機

能に徹した役割を発揮し、県外から経済的価値を獲得で

きる体制を整えることが必要である。企業は行政に依存、

期待するのではなく、自らその機能の発揮に注力し、行

政などの基盤組織は民間が負担できない固有の機能を、

市場評価に耐えうる形で発揮していくことが求められ

る。

生活者は、活動の成果を単に享受するだけではなく、

地域としてのあり方を自ら決定し、これに向けての活動

の責任を持つことが必要である。

持続的で物心両面で豊かな地域の生活は、生活者、企

業、行政等の諸組織が、それぞれの役割を最大限に果た

し、地域の自立を確立することで実現される。
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本論では鳥取県の自立、そのなかでも生活の基盤を現

実に脅かしているのは何か、それはどのような経路を通

って起きているかを定量的に把握することで脅威の実態

を多少とも明らかにしたつもりである。その対応につい

ての研究は、基本的な方向は提示したが、一部の事例、

ヒヤリングなどに依拠したものであり依然として不十分

である。それぞれの具体的な対応は、本報告書の諸研究

で取り組まれているが、地域の自立の議論に関しては、

構造の把握と諸分野の詳細な研究が統合されて明らかに

なる。これらは今後の課題として充実していく。
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おわりに

参考資料

１．家計最終消費支出　県民一人当たり　47都道府県順位（万円/県民1人）

順位 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

1 東京都 216 東京都 229 東京都 231 東京都 238 東京都 241 東京都 237 東京都 241 東京都 240 東京都 238 東京都 241 東京都 246 東京都 242 東京都 241
2 大阪府 197 神奈川県 208 神奈川県 211 愛知県 213 大阪府 217 大阪府 223 大阪府 228 大阪府 227 大阪府 226 大阪府 226 愛知県 228 愛知県 223 愛知県 225
3 神奈川県 194 大阪府 205 大阪府 208 神奈川県 212 神奈川県 215 愛知県 217 愛知県 219 神奈川県 220 愛知県 225 愛知県 224 大阪府 226 大阪府 222 大阪府 219
4 愛知県 191 愛知県 199 愛知県 207 大阪府 211 愛知県 213 神奈川県 211 神奈川県 215 愛知県 219 神奈川県 218 神奈川県 219 神奈川県 218 神奈川県 214 神奈川県 219
5 千葉県 178 千葉県 188 千葉県 191 千葉県 192 千葉県 200 千葉県 200 千葉県 202 千葉県 204 千葉県 202 千葉県 203 千葉県 202 千葉県 197 千葉県 201
6 北海道 169 栃木県 176 兵庫県 180 兵庫県 185 北海道 187 奈良県 190 北海道 195 北海道 198 北海道 195 北海道 199 奈良県 197 北海道 196 北海道 193
7 広島県 167 兵庫県 175 全県計 178 全県計 182 埼玉県 186 北海道 189 全県計 190 全県計 192 全県計 192 長野県 196 北海道 197 奈良県 194 長野県 192
8 全県計 166 全県計 174 埼玉県 178 埼玉県 181 全県計 186 全県計 187 兵庫県 190 兵庫県 190 長野県 190 全県計 193 長野県 196 長野県 193 全県計 192
9 石川県 165 石川県 174 石川県 177 北海道 179 兵庫県 182 兵庫県 185 奈良県 188 栃木県 189 奈良県 190 奈良県 192 全県計 194 全県計 192 奈良県 190
10 兵庫県 164 埼玉県 172 栃木県 176 石川県 179 石川県 181 埼玉県 185 石川県 188 長野県 189 兵庫県 189 兵庫県 189 石川県 190 石川県 188 香川県 189
11 長野県 163 広島県 172 福井県 175 福井県 178 奈良県 179 石川県 183 広島県 185 石川県 189 石川県 189 石川県 188 兵庫県 188 兵庫県 188 石川県 189
12 埼玉県 162 福井県 172 北海道 175 栃木県 177 福井県 178 栃木県 182 福井県 184 奈良県 188 埼玉県 186 香川県 187 鳥取県 188 鳥取県 188 福井県 188
13 栃木県 162 長野県 171 広島県 174 奈良県 175 栃木県 177 山梨県 181 埼玉県 184 埼玉県 187 栃木県 186 広島県 187 岡山県 188 広島県 187 鳥取県 188
14 福井県 160 北海道 170 長野県 173 広島県 175 広島県 177 広島県 180 長野県 184 福井県 185 広島県 186 埼玉県 187 広島県 188 福井県 187 広島県 187
15 奈良県 159 岡山県 165 岡山県 170 長野県 173 長野県 176 福井県 180 岡山県 182 広島県 185 秋田県 185 福井県 187 福井県 187 香川県 186 高知県 185
16 岡山県 155 新潟県 162 新潟県 168 新潟県 171 静岡県 175 長野県 178 鳥取県 180 香川県 181 香川県 185 秋田県 186 香川県 187 滋賀県 185 兵庫県 184
17 新潟県 154 山梨県 162 静岡県 165 岡山県 170 岡山県 175 静岡県 178 新潟県 180 新潟県 181 福井県 184 鳥取県 185 滋賀県 187 岡山県 184 岡山県 183
18 静岡県 154 奈良県 161 鳥取県 164 山梨県 170 山梨県 174 岡山県 178 静岡県 179 鳥取県 180 鳥取県 181 岐阜県 183 埼玉県 186 埼玉県 183 新潟県 183
19 群馬県 151 群馬県 161 宮城県 164 静岡県 170 新潟県 173 新潟県 175 山梨県 179 秋田県 180 静岡県 180 栃木県 182 秋田県 184 秋田県 182 埼玉県 183
20 宮城県 150 静岡県 161 群馬県 164 鳥取県 168 鳥取県 173 鳥取県 175 栃木県 179 宮城県 179 岐阜県 180 岡山県 182 岐阜県 183 高知県 182 滋賀県 182
21 岐阜県 150 宮城県 160 滋賀県 163 宮城県 168 宮城県 171 岐阜県 172 岐阜県 177 山梨県 179 滋賀県 179 新潟県 181 新潟県 183 新潟県 182 秋田県 182
22 山梨県 150 鳥取県 160 京都府 162 秋田県 168 三重県 170 三重県 172 宮城県 177 静岡県 179 宮城県 179 静岡県 180 静岡県 182 岐阜県 179 群馬県 181
23 鳥取県 149 京都府 160 山梨県 162 滋賀県 167 秋田県 169 宮城県 172 滋賀県 176 岐阜県 179 新潟県 179 滋賀県 179 群馬県 180 群馬県 178 岐阜県 179
京都府 149 滋賀県 158 奈良県 162 京都府 166 岐阜県 169 滋賀県 172 秋田県 176 群馬県 178 群馬県 177 群馬県 178 三重県 180 宮城県 178 静岡県 179

２．雇用報酬額　雇用者1人あたり　47都道府県順位（万円/雇用者1人）

順位

01 東 京 都 5,943 東 京 都 6,248 東 京 都 6,279 東 京 都 6,430 東 京 都 6,482 東 京 都 6,624 東 京 都 6,647 東 京 都 6,773 東 京 都  6,657 東 京 都 6,609 東 京 都  6,658 東 京 都 6,447 東 京 都  6,619
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１ 神野直彦「自立した地域経済のデザイン」から筆者が要約し
たものである。
２ 伊豫谷 登士翁「グローバリゼーションとは何か」、世界大百科
事典(平凡社)「グローバリゼーション」より要約。
３　デイヴィッド・スロスビー、佐々木雅行など。
４ 統計的に雇用者報酬として限定する必要がなく、一般的な意
味の場合は賃金と記す。
５ このほか家計収入に直結するものに農家などの個人企業の利
益がある。これは鳥取県の場合就業者で約18％、収入で14％
ある。
６ 民間設備投資は、県民経済の「総固定資本形成中の民間企業
設備」であるが、厳密な定義が必要ない場合、民間設固定資本
形成と記す。同様に公共投資は「総固定資本形成中の公的」分
であるが、同様に公的固定資本形成と記す。
７ 支出構成比率、県民一人当たりいずれをとっても、こうした
特徴を持つ。
８ 国との支出格差を縮小する支出資金の原資としては、貯蓄増
加は支出のマイナス、貯蓄減少は支出のプラスに働く。
９ 以下統計的意味として限定する必要がない場合は、個人企業
の利益と記す。個人企業の営業余剰は、県民経済計算の制度部
門別所得支出勘定中の家計の混合所得である。
10 この部分は藤田昌久/ポール・クルーグマン/アンソニー・J・
ベナブルズの「空間経済学」から要約。
11 地域経済規模＝（１／１－移輸出産業の非基盤的生産への支
出比率）×移輸出産業生産額
12 経済活動別生産は各年で把握できるが産業連関表は5年毎に作
成されるため、この推計では産業構成の変化からの移輸出、政
府サービスの影響を把握できるにとどまる。なお1998年以降は
2000年産業連関表、1997年以前は1995年産業連関表の数値を使
用している。
13 経済活動別県内総生産及び要素所得をベースとして、所得支
出勘定の家計の受け取りとの調整を行っている。
14 青木昌彦・鶴光太郎「日本の財政改革」財務省公表資料など
多数。
15 田中直毅「2005年体制の誕生」。本書では、2005年の衆院選挙
で自民党が大幅に議席数を伸ばしたのは、これまでノンポリ層
といわれた若年層が制度変革への期待から投票に参加すること
で投票率が上昇し、これによってもたらされたと分析している。
16 詳細は、鳥取県中小企業団体中央会が冊子として公表してい
るので、これを参照されたい。
17 ヒヤリングの詳細、境港の水産業に関しては、本レポートの
建井「鳥取県境港市を中心とした水産業の現状と将来展望」を
参照。
18 TORCレポート24号、25号で水産加工業が縮小してきたことは
指摘したことである。また、本号で触れている（脚注17）。
19 鳥取県の工業統計調査によれば、従業員４人以上の事業所に
おける境港市の製造業の従業者数は3,259人、うち食品製造業は
2,181人である。総数に関しては脚注17 建井の報告を参照。
20 従業者には事業主、家族も含まれる。一方、現金給与総額は
常用雇用者の給与であり、一人当たりの金額はさらに高いと考
えられる。
21 産学連携の経験のある事業者の意見には、ほとんど成果がな
かったという意見が複数聞かれる。例としては開発実施者と交
渉担当・契約者が異なり、開発目標があいまいなものとなった
ケースや、提供した資金が開発研究そのものに使われず、情報
整理・収集等で終わってしまったケースもあったようである。

22 北川正恭オフィシャルウエッブサイド。
23 中心市街地商店街の意義、鳥取市の状況の詳細について本
TORCレポート倉持の研究報告を参照されたい。
24 詳細は「境港市消費動向調査」を参照。
25 この観光を主眼とする商店街、その経済効果などについての
詳細は澤田がTORCレポート25号および本レポートで詳細に研究
している。
26 平成15年度県民経済計算、経済活動別雇用者数、経済活動別
県内総生産および要素所得。
27 若年層の恒常的流失、首都圏への労働力供給、企業の海外立
地といったことは、重要な問題である。本ＴＯＲＣレポートで
も松本、行本によって論じられている。
28 Throsby『文化経済学入門』。
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